
 

 

地方交付税の総額の確保に関する提言 
 

 地方交付税は地方の固有・共有の財源であり、地方自治体の財政需要に対応

した交付税総額が確保されなければならない。 

 よって、国は、安定的な地方財政運営が図られるよう、次の事項について積

極的かつ適切な措置を講じられたい。 

 

１．令和３年度においては、新型コロナウイルス感染症の影響に伴い、国、地

方を通じて、極めて厳しい財政状況となることが見込まれる中、地方創生へ

の積極的な取組をはじめ、医療・介護等の社会保障、施設の老朽化や防災・

減災対策を含めた社会資本整備など、都市自治体の行政運営に必要な財政需

要については、単独事業を含め的確に地方財政計画に反映させ、地方の安定

的な財政運営に必要な一般財源総額を確保すること。 

  また、地方交付税については、引き続き、財源調整・財源保障の両機能を

強化するとともに、その総額を確保すること。 

 

２．恒常的な地方交付税の財源不足については、臨時財政対策債によることな

く、地方交付税の法定率の引上げを含めた抜本的な改革を行うとともに、地

方の固有財源である「地方交付税」を特会直入とする「地方共有税」に変更

すること。 

 

３．令和２年度の税収見通しは、感染症拡大の影響により大幅に減少すること

が想定され、個別の自治体ごとでも、推計基準税額と課税実績額との間に大

きな乖離が生じることが想定されるため、減収補てん債の対象税目を拡大す

ること。 

 

４．基準財政需要額は、地方公共団体の標準的な水準における行政を行うため

に必要となる経費を反映するものであることから、その算定に当たっては、

地方単独事業を含めた社会保障経費の増嵩をはじめ、各都市自治体の実態を

より的確に反映したものとなるよう、算定の充実を図ること。 

  また、地方財政計画で計上された経費が、個別の都市自治体にどのように

算定されたのか、算出の考え方を分かりやすくかつ明確にすること。 



 

 

５．特別交付税の算定に当たっては、普通交付税の算定において捕捉しきれな

い個別都市自治体の財政需要や財政収入をきめ細やかに聴取し、的確に反映

すること。 

 

  


